
東京土建一般労働組合綱領 
 

東京土建一般労働組合は、戦前のたたかいの伝統をひきつぎ、建設労働者の生活と社会的

地位の向上のため結成以来一貫してたたかいを進め、同時に大衆的、民主的、階級的労働組

合の建設を掲げ奮闘してきた。 

団結した力をもたなかった建設労働者は長い間、劣悪な条件のもとで労働を強いられ、その

社会的役割にふさわしい処遇を得ることができなかった。 

組合は結成直後に労務物資の獲得、税金闘争に取り組み、５０年代には日雇健保とけい肺

法を制定させた。６０年代には協定賃金運動を前進させ、集団申告、日雇健保擬制適用廃止反

対に取り組んだ。７０年代には国保組合設立・補助金増額のたたかい、住宅デー運動を開始し

た。８０年代には臨調行革政治とたたかい、大手企業交渉を開始、消費税導入に反対した。そ

の後、建設国保の１０割給付を守るたたかい、生活防衛闘争、地域建設業振興、東京建築カレ

ッジ開校、どけん共済会設立などに取り組んだ。 

組合はこのたたかいの中で、組合員の要求を基礎に、地域から大衆的に闘いを発展させてき

た。 

組合は、資本・国家権力からの独立、政党からの独立を堅持し、特定政党支持の立場をとら

ず、組合の自主性を確立し、組合の統一と団結を瞳のように大切にしてきた。そして組合員の政

党支持、政治活動の自由を守ってきた。同時に、要求と政策の一致する政党・議員とは、その実

現のためにともにたたかう。そして組合の拡大強化をたたかいと車の両輪のように追求し、基礎

組織を確立して組合民主主義を強化してきた。 

組合は、運動の総括を重視し、「たたかって学び、学んでたたかう」実践的な教育学習活動を

行ってきた。 

大企業への利益奉仕と日米同盟に基づく国づくりが政治・経済・軍事などのあらゆる場面で

進められ、日本は世界でも際立ったルールなき資本主義国になっている。その上、長い歴史的

たたかいによって築き上げてきた平和と民主主義、社会保障と基本的人権、労働基本権などを

破壊する政府・財界の攻撃が強まっている。 

建設産業では政府・財界の大手建設・住宅資本優先の産業再編が進められ、低賃金・低単

価の押し付けをはじめ、その痛みはすべて労働者と中小建設業者に押し付けられている。 

大企業本位の政治・経済のしくみのもとで生まれている貧困と格差、社会的危機を解消し、平

和と民主主義を守るためにも国民本位の政治・経済の民主的変革や国政の革新が求められて

いる。 

日本国憲法の平和主義と基本的人権、国民生活向上に向けた国民諸階層のたたかいの統

一と団結こそ、要求実現と国政革新の力である。われわれは思想、信条の違いを超え、広範な

国民諸階層の共同した運動の形成と発展に努める。 

われわれは、労働組合が国民諸階層の運動の先頭に立ち、統一と団結の中心をはたすよう、

労働者の一致した要求に基づく共同行動を、全国と地域ですすめる。建設労働運動の全国・地

域での共同と発展に努める。 

 

一、 われわれは、賃金・労働条件の改善と建設労働者の権利確立のために、全国・地域・分



野における労働協約の締結をめざしたたかう。 

二、 われわれは、建設労働者の役割にふさわしい安定した生活と後継者を育成できる賃金

の獲得をめざしてたたかう。 

また、安定した雇用と失業にたいする保障、労働関係法規の完全実施と改善、退職金など

労働条件の改善と確立、全国一律最低賃金制、週４０時間労働制確立のためにたたかう。 

三、 われわれは、職業病の根絶、現場の労働安全と労働衛生、労災補償の徹底と拡充を要

求してたたかう。 

四、 われわれは、政府・財界が進める大企業本位の国土開発計画、土地・住宅政策を国民

本位に転換させ、すべての国民に「健康で文化的な生活がいとなめる住宅」の保障をめざして

たたかう。 

また、大資本の町場市場進出に反対し、住民本位のまちづくりを通じ、建設労働者・職人・

中小建設業者の仕事と職域確保をめざしてたたかう。 

五、 われわれは、日本の気候風土につちかわれた建設技術技能の継承と発展に努力し、

国民の生活文化の向上に貢献する建設技術技能の向上と後継者の育成につとめる。 

政府、使用者団体が費用を負担する建設産業全体の技能育成訓練制度の確立をめざす。 

六、 われわれは、建設労働者の命の綱「土建国保」を守り、国民が安心してかかれる医療制

度の拡充を求めると同時に、年金、介護、福祉等の社会保障制度が「健康で文化的な国民生

活を営める」権利である生存権として、真の社会保障の実現をめざしてたたかう。 

七、 われわれは、消費税をはじめとする大衆増税に反対し、最低生活費非課税、応能負担

原則の税制をめざしてたたかう。 

また、財政・税制および税務行政を国民本位に変革するためにたたかう。 

八、 われわれは、建設労働者のくらしと健康を守る活動や仲間の助け合い・共済活動をす

すめ、自主的な｢組合の生活保障制度｣の確立など福利厚生と福祉の向上・発展のために活動

する。 

また、健全な文化・教養・スポーツ・レクリエーションなど文化活動をすすめ、建設労働者

の自主的な文化の発展と創造のために活動する。 

九、 われわれは、建設労働者の仕事と暮らしに根ざした共通の要求を土台に団結し、その

要求を実現するために、産業別個人加盟の居住地組織としての機能をいっそう発展させ、階級

的自覚を高める教育・学習につとめる。 

また、これらのたたかいのなかで建設産業の全分野で組合員を増やし、首都の建設労働

者の多数派を組織する強大な東京土建の建設につとめる。このことを通じて、首都における建

設労働者のたたかいの発展と労働運動の大衆的民主的階級的強化をめざす。 

（２００７年３月１９日 第６０回大会で決定） 
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